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第12回中小企業・小規模事業者の長時間労働是正・生産性向上と人材確保に関するワーキンググループ（令和元年12月26日）配布資料







1 質の高いインフラの海外展開に向けた事業実施可能性調査事業

2 技術協力活用型・新興国市場開拓事業（研修・専門家派遣）

3 質の高いエネルギーインフラの海外展開に向けた事業実施可能性調査事業

4 低炭素技術を輸出するための人材育成支援事業

5 伝統的工芸品産業支援補助金

6 皮革産業振興対策事業

7 JAPANブランド育成支援等事業

8 商業・サービス競争力強化連携支援事業(新連携支援事業)

9 産油国石油精製技術等対策事業費補助金

10 石油ガスの流通合理化及び取引の適正化等に関する支援事業費（構造改善推進事業）

11 原子力の安全性向上に資する技術開発事業

12 社会的要請に応える革新的な原子力技術開発支援事業

13 原子力産業基盤強化事業

14 産学融合拠点創出事業

15 ヘルスケアサービス社会実装事業

16 地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業

17 省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（※）

18 電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の充電インフラ整備事業費補助金（※）

19 技術協力活用型・新興国市場開拓事業（社会課題解決型国際共同開発事業）

20 商店街活性化・観光消費創出事業

経済産業省において導入予定の具体的な補助金名

３

1 小規模事業者持続化補助金

2 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（※）

3 サービス等生産性向上IT導入支援事業（※）

4 事業承継補助金（※）

5 インバウンド需要による地域消費拡大推進事業

6 大企業人材等新規事業創造推進支援事業

7 アジアDX等新規事業創造支援事業

2019年度補正予算（7補助金） 2020年度当初予算（20補助金）
（当初予定していた12補助金から、新規事業の追加等により増加）

 既存システムが無い補助金については、手続の
始めから終わりまで、一貫してJグランツを利用。

 これまでに高度な申請及び審査システムを構築
している補助金（※を付した補助金、計5つ）
については、当該システムとJグランツとを組み合
わせて利用。今後、Jグランツの機能拡充を通じ
て、Jグランツに統合していく。



各省において導入予定の具体的な補助金名①

◎住宅市街地総合整備促進事業費補助（長期優良住宅化リフォーム推進事業）
◎地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域内フィーダー系統補助）
◎自動車事故対策費補助金（自動車運送事業の安全総合対策事業（事故防止対策支援推進事業））
◎自動車環境総合改善対策費補助金 ◎住宅市場整備推進等事業費補助金
◎住宅・建築物環境対策事業費補助金 ◎船員雇用促進対策事業費補助金
◎訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金（宿泊施設インバウンド対応支援事業）

①国土交通省（ F S対象：８本）

◎低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業 ◎エコリース促進事業 ◎二酸化炭素削減ポテンシャル診断推進事業
②環境省（ F S対象：３本）

◎臨床研修費等補助金
③ - 1  厚生労働省（ F S対象：１本）

＜FS調査対象＞

４

◎業務改善助成金 ◎受動喫煙防止対策助成金
◎働き方改革推進支援助成金（仮称）
・勤務間インターバル導入コース ・団体推進コース ・労働時間短縮・年休促進支援コース ・テレワークコース

③ - 2  厚生労働省（ F S対象外：６本）

＜FS調査対象外＞

◎国際文化交流促進費補助金 ◎健康教育振興事業費補助金 ◎共同利用・共同研究拠点形成事業費補助金
◎研究大学強化促進費補助金 ◎高性能汎用計算機高度利用事業費補助金 ◎原子力人材育成等推進事業費補助金
◎政府開発援助民間スポーツ振興費等補助金 ◎民間スポーツ振興費等補助金

④文部科学省（ F S対象外：８本）



各省において導入予定の具体的な補助金名②

⑤総務省（ F S対象外：２０本）

◎情報通信基盤災害復旧事業費補助金
◎放送ネットワーク整備支援事業費補助金
・地上基幹放送ネットワーク整備事業 ・ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化に関する緊急対策事業
・地域ケーブルネットワーク整備事業

◎情報通信利用促進支援事業費補助金
・字幕番組、解説番組、手話番組等の制作促進 ・放送コンテンツ海外展開強化事業

◎情報通信技術利活用事業費補助金
・データ利活用型スマートシティ推進事業 ・地域IoT実装推進事業 ・被災地域情報化推進事業

◎無線システム普及支援事業費等補助金
・公衆無線LAN環境整備支援事業 ・民放ラジオ難聴解消支援事業 ・地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業
・携帯電話等エリア整備事業（基地局施設） ・携帯電話等エリア整備事業（伝送路運用）
・携帯電話等エリア整備事業（伝送路設置） ・携帯電話等エリア整備事業（高度化施設）
・電波遮へい対策事業（トンネル） ・電波遮へい対策事業（医療施設） ・高度無線環境整備推進事業
・衛星放送用受信環境整備事業

◎更生保護事業費（一時保護事業）補助金⑥法務省（ F S対象外：１本）

◎農林水産物・食品輸出促進対策事業費補助金
・「輸出環境整備推進事業」の「国際的認証資格取得等支援事業」

◎食品産業イノベーション推進事業
◎「林業成長産業化総合対策」

・「木材需要の創出・輸出力強化対策」の「「地域内エコシステム」構築事業」のうち「「地域内エコシステム」技術開発・実証事業」

⑦農林水産省（ F S対象外：３本）

＜FS調査対象外(続き)＞

５（※）一部補助金については、2020年４月以降に行われる再公募から導入。



自治体への展開については、FS調査に参加意向を示した30自治体（うち、モニター
調査参加自治体数は23）全てに、経済産業省が、８月以降、個別に直接説明し、
働きかけを実施。

総務省からも、総務担当部局等に対しても、働きかけを実施。

上記の自治体に対し、先月末締めでJグランツ導入についての意向調査を行った結果、
25自治体が来年度より導入予定との回答であり、２自治体が来年度の導入に向け
最終的な調整を進めているとの回答があった。

今後、導入が円滑に進むよう、システムの詳細な操作に係る説明会の実施やヘルプデ
スクの設置を行うとともに、各自治体における補助金公募要領・交付要綱等の規程の
整備の支援を行っていく。

５．Jグランツの自治体展開に関する取組状況

６




